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Ⅰ 連結財務書類 4表 

 

１．作成の目的 

 

 新しい地方公会計制度において整備される財務書類とは、「貸借対照表」、「行政

コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の 4表をいい、企業会計

の発生主義の考え方に基づいて作成されるものである。 

 財務書類を作成することで、財政情報の開示・分析が可能となり、本町を取り巻

く財政状況について、より厳格な視点からの管理・検証機能をもたらす効果が期待

できる。 

 連結財務書類とは、普通会計のほか国民健康保険事業などの特別会計に加え、町

が出資している第三セクター、町が加入している一部事務組合など、町と連携協力

して行政サービスを実施している団体までを一つの行政サービス実施主体とみな

して作成する財務書類である。 

 行政サービスに係る会計・団体・法人を広範囲にわたって補足することで、開示

する財政情報の透明性を高め、団体ごとの財政状況の変化が全体に及ぼしている影

響を把握することが可能になる。連結財務書類を作成することにより、過去に財政

破綻した地方公共団体で見られたような、会計間の取引を悪用する不適切な経理操

作を未然に防ぐことができる。 

 

２．連結財務書類の対象範囲 

 

 作成マニュアルにより連結の対象となる範囲は、地方公共団体（普通会計、公営

事業会計、公営企業会計）、公共団体が設立した地方独立行政法人、地方三公社（土

地開発公社、住宅供給公社、道路公社）、地方公共団体が加入している一部事務組

合・広域連合、地方公共団体が出資・出えんしている第三セクター等とされている。

第三セクター等については、地方公共団体の出資比率に基づいて判断されることと

され、原則として出資比率が 50％以上であるか、出資比率が 25％以上でその法人

の業務運営に実質主導的な立場となっている場合に連結対象となる。なお、矢巾町

が設置した地方独立行政法人、地方三公社はない。 
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 【矢巾町の平成 25 年度連結対象範囲】 

 （矢巾町の連結対象範囲）    

  [矢巾町全体]   [一部事務組合・広域連合] 

・岩手県市町村総合事務組合 

・盛岡地区広域消防組合（推計） 

・岩手県後期高齢者医療広域連合 

・盛岡・紫波地区環境施設組合（推計） 

・盛岡市・矢巾町都市計画事業等組合 

 （推計） 

・紫波、稗貫衛生処理組合（推計） 

・矢櫃山造林一部事務組合 

 

   [普通会計]  

・一般会計 

・矢幅駅周辺土地区画整理事業 

特別会計の一部 

   

      

   [公営事業会計・公営企業会計] 

・国民健康保険事業特別会計 

・介護保険事業特別会計 

・後期高齢者医療特別会計 

・水道事業会計 

・下水道事業会計 

 

   

      

    [第三セクター等] 

・矢巾観光開発株式会社 

 

      

       

       

※一部事務組合のうち、盛岡地区広域消防組合、盛岡・紫波地区環境施設組合、盛岡

市・矢巾町都市計画事業等組合、紫波、稗貫衛生処理組合においては、作成時点（平

成 27 年 3 月）において財務諸表未完成のため、推計により財務諸表を作成して連結

している。 

 

 

連結財務書類作成条件 

原則として、普通会計の作成条件に準ずるが、一部事務組合・広域連合について

は、規約に基づく経費負担割合により、矢巾町の当年度負担相当分を算出すること

になる。 

 また、連結対象全てを一つの行政サービス実施主体とみなし、そこから外部に対

して行われた取引により発生した資産・負債等を計上するため、連結対象範囲内の

会計・団体間で行われた取引は、相殺消去を行う。具体的な相殺消去の対象となる

取引は下記のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

[主な相殺取引] 

 ・矢巾町の会計間における繰入・繰出金 

 ・一部事務組合・第三セクター等に対する出資金 

 ・一部事務組合に対する負担金 

 ・第三セクターに対する委託料とその事業収益 
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３．連結貸借対照表について 

 

平成 25 年度連結貸借対照表（平成 25 年 4 月 1 日～平成 26 年 3 月 31 日） 

(1)要約表 

（単位：千円） 

資産の部 金 額 負債の部 金 額 

1.公共資産 67,637,667 1.固定負債 28,953,602 

(1)有形固定資産 65,196,708  (1)地方債等 20,820,282 

 (2)その他 2,440,959  (2)長期未払金 6,702,302 

2.投資等 3,119,969  (3)引当金 1,431,018 

 (1)投資及び出資金 110,435  (4)その他 0 

 (2)貸付金 422,072 2.流動負債 3,193,206 

 (3)基金等 2,031,153  (1)翌年度償還予定地方債 1,705,279 

 (4)その他 556,309  (2)短期借入金 0 

3.流動資産 4,236,990  (3)未払金 1,314,479 

 (1)資金 4,194,246  (4)その他 173,448 

 (2)未収金等 42,634 負債合計 32,146,808 

 (3)その他 110 純資産の部 金 額 

4.繰延勘定 0 純資産合計 42,847,818 

資産合計 74,994,626 負債及び純資産合計 74,994,626 
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(2)内訳表 

（単位：千円）

公営企業会計 その他

［資産の部］

１  公共資産

  （１）有形固定資産

    ①生活インフラ・国土保全 21,874,020 10,710,937 0 425 0 32,585,382

    ②教育 13,604,347 0 0 0 0 13,604,347

    ③福祉 1,015,522 0 0 15 0 1,015,537

    ④環境衛生 126,468 4,286,152 0 1,741,859 0 6,154,479

    ⑤産業振興 2,933,697 7,032,795 0 19,647 16,471 10,002,610

    ⑥消防 323,931 0 0 111,624 0 435,555

    ⑦総務 1,395,688 0 0 3,110 0 1,398,798

    ⑧収益事業 0 0 0 0 0

    ⑨その他 0 0 0 0 0

  有形固定資産合計 41,273,673 22,029,884 0 1,876,680 16,471 65,196,708

  （２）無形固定資産 0 1,296,650 0 0 0 1,296,650

  （３）売却可能資産 1,009,585 0 0 134,724 0 1,144,309

公共資産合計 42,283,258 23,326,534 0 2,011,404 16,471 67,637,667

２  投資等

  （１）投資及び出資金 109,925 0 0 0 510 110,435

  （２）貸付金 422,072 0 0 0 0 422,072

  （３）基金等 1,340,547 0 1,000 689,606 0 2,031,153

  （４）長期延滞債権 19,386 223,272 37,000 90 0 279,748

  （５）その他 0 330,522 0 0 0 330,522

  （６）回収不能見込額 △7,829 △45,186 △946 0 0 △53,961

投資等合計 1,884,101 508,608 37,054 689,696 510 3,119,969

３  流動資産

  （１）資金 2,924,095 818,878 343,106 91,081 17,086 4,194,246

  （２）未収金 9,852 24,822 10,079 57 6,912 51,722

  （３）販売用不動産 0 0 0 0 0

  （４）その他 110 0 0 0 110

  （５）回収不能見込額 △3,098 △5,731 △259 0 0 △9,088

流動資産合計 2,930,849 838,079 352,926 91,138 23,998 4,236,990

４  繰延勘定 0 0 0 0 0

資産合計 47,098,208 24,673,221 389,980 2,792,238 40,979 74,994,626

［負債の部］

１  固定負債

  （１）地方公共団体

    ①普通会計地方債 11,573,394 0 0 0 0 11,573,394

    ②公営事業地方債 8,439,914 0 0 0 8,439,914

  地方公共団体計 11,573,394 8,439,914 0 0 0 20,013,308

  （２）関係団体

    ①一部事務組合・広域連合地方債 0 0 806,730 0 806,730

    ②地方三公社長期借入金 0 0 0 0 0

    ③第三セクター等長期借入金 0 0 0 244 244

      関係団体計 0 0 806,730 244 806,974

  （３）長期未払金 6,430,346 234,225 0 37,731 0 6,702,302

  （４）引当金 1,278,809 78,430 0 73,779 0 1,431,018

    （うち退職手当等引当金） 1,278,809 0 0 73,779 0 1,352,588

    （うちその他の引当金） 0 78,430 0 0 0 78,430

  （５）その他 0 0 0 0 0 0

    （うち他会計借入金） 0 0 0 0 0

    （上記以外） 0 0 0 0 0 0

固定負債合計 19,282,549 8,752,569 0 918,240 244 28,953,602

２  流動負債

  （１）翌年度償還予定額

    ①地方公共団体 1,027,770 528,141 0 0 0 1,555,911

    ②関係団体 0 0 149,368 0 149,368

  翌年度償還予定額計 1,027,770 528,141 0 149,368 0 1,705,279

  （２）短期借入金（翌年度繰上充用含む） 0 0 0 0 0 0

  （３）未払金 1,312,857 0 0 817 805 1,314,479

  （４）翌年度支払予定退職手当 0 0 0 127,351 0 127,351

  （５）賞与引当金 0 0 0 11,395 0 11,395

  （６）その他 0 31,145 0 0 3,557 34,702

    （うち他会計借入金翌年度償還予定額） 0 0 0 0 0

    （上記以外） 0 31,145 0 0 3,557 34,702

流動負債合計 2,340,627 559,286 0 288,931 4,362 3,193,206

負債合計 21,623,176 9,311,855 0 1,207,171 4,606 32,146,808

［純資産の部］

純資産合計 25,475,032 15,361,366 389,980 1,585,067 36,373 42,847,818

負債及び純資産合計 47,098,208 24,673,221 389,980 2,792,238 40,979 74,994,626

純　　計

地方公共団体

区　　分
普通会計

公営事業会計 一部事務組合

・広域連合
第三セクター等
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４．連結行政コスト計算書について 

 

平成 25 年度連結行政コスト計算書（平成 25 年 4 月 1 日～平成 26 年 3 月 31 日） 

(1)要約表 

      （単位：千円） 

区  分 金 額 

経常行政コスト 16,626,387 

1.人にかかるコスト 1,743,948 

 (1)人件費 1,672,028 

 (2)その他 71,920 

2.物にかかるコスト 4,314,245 

 (1)物件費 2,024,352 

 (2)その他 2,289,893 

3.移転支出的なコスト 11,445,074 

 (1)社会保障給付費 7,203,424 

 (2)その他 4,241,650 

4.その他のコスト △876,880 

 (1)支払利息 424,283 

 (2)その他 △1,301,163 

経常収益 7,036,845 

純経常行政コスト 

（経常行政コスト－経常収益） 
9,589,542 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（連結対象団体の主なコストの内訳） 

○ 人にかかるコスト・・・役員報酬、給料手当、退職手当引当金繰入等、賞与引当金繰入 など 

○ 物にかかるコスト・・・消耗品、材料費、印刷製本費、光熱水費、修繕費、委託費、減価償却費、福利

厚生費 など 

○ 移転支出的なコスト・・保険給付費、医療給付費、各種拠出金、支払負担金、他会計繰出金、租税公課 

など 

○ その他のコスト・・・・売上原価、支払利息、資産減耗損、雑費 など 
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(2)内訳表 

（単位：千円）

地方公共団体

公営企業会計 その他

【経常行政コスト】

１（１）人件費 1,164,459 58,096 37,760 389,300 22,413 1,672,028

１（２）退職手当等引当金繰入等 118,760 0 4,586 △62,818 0 60,528

１（３）賞与引当金繰入額 0 0 0 11,392 0 11,392

２（１）物件費 1,486,412 120,485 116,508 288,182 12,765 2,024,352

２（２）維持補修費 154,593 65,371 0 71,618 0 291,582

２（３）減価償却費 1,055,563 783,703 0 159,045 0 1,998,311

３（１）社会保障給付 1,595,233 0 3,344,172 2,264,019 0 7,203,424

３（２）補助金等 1,009,410 131,394 855,963 12,079 22,651 2,031,497

３（３）他会計等への支出額 1,130,964 0 8,751 0 0 1,139,715

３（４）他団体への公共資産整備補助金等 1,070,438 0 0 0 0 1,070,438

４（１）支払利息 175,378 242,193 0 6,695 17 424,283

４（２）回収不能見込計上額 △292 40 △745 3 0 △994

４（３）その他行政コスト △1,478,828 90,973 33,309 45,905 8,472 △1,300,169

経常行政コスト    ａ 7,482,090 1,492,255 4,400,304 3,185,420 66,318 16,626,387

【経常収益】

１  使用料・手数料 235,034 0 0 85,127 69,978 390,139

２  分担金・負担金・寄附金 18,446 38,129 1,579,072 2,136,004 0 3,771,651

３  保険料 0 988,994 0 0 988,994

４  事業収益 948,561 0 0 0 948,561

５  その他特定行政サービス収入 6,910 17,427 2,543 0 26,880

６  他会計補助金等 504,401 406,219 0 0 910,620

経常収益    ｂ 253,480 1,498,001 2,991,712 2,223,674 69,978 7,036,845

（差引）純経常行政コスト    ａ－ｂ 7,228,610 △5,746 1,408,592 961,746 △3,660 9,589,542

相殺消去等 純　　計区　　分
普通会計

公営事業会計 一部事務組合

・広域連合
第三セクター等
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５．連結純資産変動計算書について 

 

平成 25 年度連結純資産変動計算書（平成 25 年 4 月 1 日～平成 26 年 3 月 31 日） 

(1)要約表 

（単位：千円） 

区  分 金 額 

期首純資産残高 37,599,897 

 純経常行政コスト △9,589,542 

 財源調達 11,811,627 

  一般財源 6,146,125 

   地方税 3,561,394 

   地方交付税 2,079,071 

   その他 505,660 

  補助金等受入 5,665,502 

 臨時損益 △291,760 

 出資の受入・新規設立 0 

資産評価替えによる変動額 120,768 

無償受贈資産受入 0 

その他 3,196,828 

期末純資産残高 42,847,818 

 

（2） 内訳表 

（単位：千円）

地方公共団体

普通会計

公営企業会計 その他

期首純資産残高 23,463,177 11,264,819 417,171 2,422,527 32,203 37,599,897

    純経常行政コスト △7,228,610 5,746 △1,408,592 △961,746 3,660 △9,589,542

    一般財源

        地方税 3,561,394 0 0 0 0 3,561,394

        地方交付税 2,079,071 0 0 0 0 2,079,071

        その他行政コスト充当財源 505,448 0 0 212 0 505,660

    補助金等受入 3,265,544 0 1,381,402 1,018,556 0 5,665,502

    臨時損益

        災害復旧事業費 △343,778 0 0 0 0 △343,778

        公共資産除売却損益 59,694 0 0 0 0 59,694

        投資損失 △7,676 0 0 0 0 △7,676

        収益事業純損失 0 0 0 0 0

        損失補償履行確定額 0 0 0 0 0 0

        損失補償等引当金繰入 0 0 0 0 0 0

        その他 0 0 0 0 0 0

    出資の受入・新規設立 0 0 0 0 0

    資産評価替えによる変動額 120,768 0 0 0 0 120,768

    無償受贈資産受入 0 0 0 0 0 0

    その他 0 4,090,801 △1 △894,482 510 3,196,828

期末純資産残高 25,475,032 15,361,366 389,980 1,585,067 36,373 42,847,818

純　　計区　　分
公営事業会計 一部事務組合

・広域連合
第三セクター等 相殺消去等
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６．連結資金収支計算書について 

 

 平成 25 年度連結資金収支計算書（平成 25 年 4 月 1 日～平成 26 年 3 月 31 日） 

(1)要約表 

（単位：千円） 

区   分 金 額 

1.経常的収支額 3,649,481 

 経常的支出 14,863,524 

 経常的収入 18,513,005 

2.公共資産整備収支額 △956,958 

 公共資産整備支出 3,922,795 

 公共資産整備収入 2,965,837 

3.投資・財務的収支額 △1,962,871 

 投資・財務的支出 2,448,265 

 投資・財務的収入 485,394 

当年度資金増減額 729,652 

期首資金残高 4,318,490 

経費負担割合変更に伴う差額 △3,754 

期末資金残高 5,044,388 
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(2)内訳表 

 
（単位：千円）

公営企業会計 その他

[経常的収支の部]

      人件費 1,328,136 58,096 42,346 420,320 22,413 1,871,311

      物件費 1,486,412 △106,401 116,508 288,183 12,765 1,797,467

      社会保障給付 1,595,233 0 3,344,172 2,264,019 0 7,203,424

      補助金等 1,009,410 131,394 855,963 12,961 22,651 2,032,379

      支払利息 175,378 242,193 0 6,695 17 424,283

      他会計等への事務費等充当財源繰出支出 729,759 0 8,751 0 0 738,510

      その他支出 498,371 137,417 33,309 117,947 9,106 796,150

  支出合計 6,822,699 462,699 4,401,049 3,110,125 66,952 14,863,524

    地方税 3,561,868 0 0 0 0 3,561,868

    地方交付税 2,079,071 0 0 0 0 2,079,071

    国県補助金等 1,377,750 △200,198 1,381,402 1,016,995 0 3,575,949

    使用料・手数料 235,034 0 0 85,128 58,607 378,769

    分担金・負担金・寄附金 12,890 0 1,579,072 2,133,379 0 3,725,341

    保険料 0 992,425 0 0 992,425

    事業収入 734,866 0 0 0 734,866

    諸収入 80,858 6,139 17,427 23,027 0 127,451

    地方債発行額 653,440 0 0 0 0 653,440

    長期借入金借入額 0 0 0 0 0

    短期借入金増加額 0 0 0 0 0

    基金取崩額 919,064 0 48,437 23,851 0 991,352

    他会計補助金等 504,401 406,219 0 0 910,620

    その他収入 508,363 256,765 0 5,357 11,368 781,853

  収入合計 9,428,338 1,301,973 4,424,982 3,287,737 69,975 18,513,005

経常的収支額 2,605,639 839,274 23,933 177,612 3,023 3,649,481

[公共資産整備収支の部]

    公共資産整備支出 2,020,095 739,665 0 92,597 0 2,852,357

    公共資産整備補助金等支出 1,070,438 0 0 0 0 1,070,438

    他会計等への建設費充当財源繰出支出 0 0 0 0 0 0

    地方独立行政法人公共資産整備支出 0 0 0 0 0

　　一部事務組合・広域連合公共資産整備支出 0 0 0 0 0

    地方三公社公共資産整備支出 0 0 0 0 0

    第三セクター等公共資産整備支出 0 0 0 0 0

  支出合計 3,090,533 739,665 0 92,597 0 3,922,795

    国県補助金等 1,676,067 200,198 0 506 0 1,876,771

    地方債発行額 732,100 224,800 0 66,724 0 1,023,624

    長期借入金借入額 0 0 0 0 0

    基金取崩額 20,000 0 0 0 0 20,000

    他会計負担金等 0 0 0 0 0

    その他収入 10,169 35,273 0 0 0 45,442

  収入合計 2,438,336 460,271 0 67,230 0 2,965,837

公共資産整備収支額 △652,197 △279,394 0 △25,367 0 △956,958

[投資・財務的収支の部]

    投資及び出資金 1,300 0 0 0 0 1,300

    貸付金 23,000 0 0 0 0 23,000

    基金積立額 3,150 0 11,554 54,151 0 68,855

    定額運用基金への繰出支出 1,000 0 0 0 0 1,000

    他会計等への公債費充当財源繰出支出 401,205 0 0 0 0 401,205

    地方債償還額 963,034 810,315 0 137,497 336 1,911,182

    長期借入金返済額 0 0 0 3,017 3,017

    短期借入金減少額 0 0 0 0 0

    収益事業純支出 0 0 0 0 0

    長期未払金支払支出 0 0 0 0 0 0

    その他支出 0 0 36,884 1,822 0 38,706

  支出合計 1,392,689 810,315 48,438 193,470 3,353 2,448,265

    国県補助金等 211,727 0 0 0 0 211,727

    貸付金回収額 57,482 0 0 0 0 57,482

    基金取崩額 0 0 0 0 0 0

    地方債発行額 0 82,600 0 0 0 82,600

    長期借入金借入額 0 0 0 0 0

    収益事業純収入 0 0 0 0 0

    公共資産等売却収入 62,344 0 0 10,108 4,172 76,624

    その他収入 832 12,731 0 39,586 3,812 56,961

  収入合計 332,385 95,331 0 49,694 7,984 485,394

投資・財務的収支額 △1,060,304 △714,984 △48,438 △143,776 4,631 △1,962,871

当年度短期借入金（翌年度繰上充用金額）増減額 0 0 0 0 0 0

当年度資金増減額 893,138 △155,104 △24,505 8,469 7,654 729,652

期首資金残高 2,881,099 973,982 367,611 86,366 9,432 4,318,490

経費負担割合変更に伴う差額 0 0 △3,754 0 △3,754

期末資金残高 3,774,237 818,878 343,106 91,081 17,086 5,044,388

相殺消去等 純　　計区　　分
普通会計

公営事業会計 一部事務組合

・広域連合
第三セクター等

地方公共団体
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Ⅱ 連結財務書類の分析 

 

１．町民一人あたりの連結貸借対照表 

         （単位：円） 

区  分 

（資 産） 
一人当たり残高 区分（負債・純資産） 一人当たり残高 

[資産の部] [負債の部] 

1.公共資産 2,526,622 1.固定負債 1,081,569 

(1)有形固定資産 2,435,439 (1)地方公共団体（地方債） 747,602 

(2)無形固定資産 48,437 (2)関係団体（第三ｾｸﾀｰ長期借入金） 30,145 

(3)売却可能資産 42,746 (3)長期未払金 250,366 

  (4)退職手当等引当金 50,526 

2.投資等 116,547 (5)その他の引当金 2,930 

(1)投資及び出資金 4,125 (6)その他 0 

(2)貸付金 15,767   

(3)基金等 75,874 2.流動負債 119,283 

(4)長期延滞債権 10,450 (1)翌年度償還地方債 63,701 

(5)その他 12,347 (2)短期借入金 0 

(6)回収不能見込額 △2,016 (3)未払金 49,103 

  (4)翌年度支払予定退職手当 4,757 

3.流動資産 158,274 (5)賞与引当金 426 

(1)資金 156,677 (6)その他 1,296 

(2)未収金 1,932   

(3)販売用不動産 0 負債合計 1,200,852 

(4)その他 4   

(5)回収不能見込額 △339 [純資産の部]  

  
純資産合計 1,600,591 

4.繰延勘定 0 

資産合計 2,801,443 負債・純資産合計 2,801,443 

※平成 25 年度町民一人当たり数値は、平成 26 年 3 月 31 日現在の人口 26,770 人（住

民基本台帳人口）で算出 

 

矢巾町の平成25年度末の住民基本台帳人口26,770人で連結貸借対照表を割り返し、

町民一人あたりの数値に置き換えると、資産は約 280 万円 2 千円、負債は約 120 万 1

千円、純資産は約 160 万 1 千円となる。 
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２．町民一人あたりの連結行政コスト計算書 

 

【経常行政コスト】      （単位：円） 

区  分 平成 25 年度 

1.人にかかるコスト 65,145 

 (1)人件費 62,459 

 (2)退職手当引当金繰入等 2,261 

 (3)賞与引当金繰入額 425 

2.物にかかるコスト 161,157 

 (1)物件費 75,619 

 (2)維持補修費 10,891 

 (3)減価償却費 74,647 

3.移転支出的なコスト 427,533 

 (1)社会保障給付 269,086 

 (2)補助金等 75,887 

 (3)他会計への支出額 42,574 

 (4)他団体への公共資産整備補助金等 39,986 

4.その他のコスト △32,755 

 (1)支払利息 15,849 

 (2)回収不能見込計上額 △37 

 (3)その他行政コスト △48,567 

経常行政コスト 621,080 

 

【経常収益】 

1.使用料・手数料 14,574 

2.分担金・負担金・寄付金 140,892 

3.保険料 36,944 

4.事業収益 35,434 

5.その他特定行政サービス収入 1,004 

6.他会計補助金等 34,015 

経常収益 262,863 

 

純経常行政コスト 

（経常行政コスト－経常収益） 
358,217 

※平成 25 年度数値は、平成 26 年 3 月 31 日現在の人口 26,770 人（住民基本台帳人

口）で算出 
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矢巾町の平成 25 年度末の住民基本台帳人口 26,770 人で、行政コスト計算書を

割り返し、町民一人あたりの数値に置き換えると、行政サービスに対し約 36 万円

の負担をしていることとなる。 

 

 


